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要点 
 データの収集と取り込みから、管理とモデリング、適切なフ
レームワークへのマッピング、エンドユーザや顧客への公開に至
るまで、ESGデータのライフサイクル全体において、プロセスとコ
ントロールを明確に設定すること 

 パブリック市場の重要な企業からは ESGデータを収集、確認
した上で利用すること；プライベート市場におけるデータ・
ギャップの問題には、投資先企業との直接的なエンゲージメ
ントやスマートな技術（人工知能など）の活用を通じて取
り組むこと 

 個別の資産やポートフォリオ全体が直面するリスクの基本的
な理解を深めるために、多様なオルタナティブ・データソースを
追求すること 

 一貫性のあるデータ収集計画を策定し、異なる要件を照ら
し合わせ、重複を特定して情報の要求を最小限に抑えて合
理化を図ること 

 データオーナーを明確に指名し、継続的にモニタリングを行なうためデータ・スチュワードシップを割り当てること 

 多様な資産クラスを対象に、資産とポートフォリオの両方のレベルにおいて標準化された結果を生み出すために、ESGデータの枠組みを構築
すること 

 データ戦略と企業戦略の間で明確な関連性を作り出し、シナジー効果を発揮させること 
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資産運用会社およびウェルスマネジメント（以下「運用会社」）
のESG（環境、社会、ガバナンス）戦略において、データは中心的
な役割を果たしています。しかしながら、多岐にわたる複雑なデータ
の中から適切なものを収集、管理する作業は、ビジネスと規制の
要件が絶え間なく変化する中で、「やっかいな問題」に発展するこ
とがあります。ひとつの問題に対処しようとすると、別の問題が発
覚したり、新たな問題が発生したりすることもあります。 

このことは、読者の皆様にとって何を意味するのでしょうか。その意
味合いはESGの3つの柱によって異なります。 

環境問題は市場全体に関連するものであり、パブリック資産とプラ
イベート資産の両方に影響を及ぼします。データに対するシステミッ
クな需要を生み出しました。 

対照的に、投資の社会的影響、運用会社がこれに対応する必
要性、必要なデータについては、ビジネスレベルでも規制レベルでも
未成熟な状態が続いています。 

最後に、ガバナンスは企業レベルで監督されています。現在、運用
会社は、コーポレート・カバナンスとエンタープライズ・データ・ガバナン
スを結びつけ、投資戦略を実行する上でより合理的で堅固な枠
組みを確立することに、焦点を移しつつあります。 

本稿では、データのライフサイクル全体を見ていくことによって、ESG

データの課題に向かい合い、ESG戦略のための一連のポイントを概
説していきます。 

 

E: プライベート市場では対象が明確であってもデータの探索作業
は困難 

初めにESGに関する懸念に注目したのはパブリック市場の投資家
であり、足元ではプライベート市場の投資家がこれに追いつきつつ
あります。 

緩やかなペースではありますが、スタンダードはようやく形成されつつ
あります。要件が変化する中で、ESGデータにアクセスするのは容易
ではありません。プライベート企業の気候変動に関するポジションに
関しては、公開されている情報や容易にアクセスできる情報が限
定的です。さらに、企業側が提供するデータも、未成熟であったり
不完全であったりすることが少なくありません。投資家は第三者の
データプロバイダーに依存することも可能ですが、往々にしてそのプロ
セスは割高であり、結果にもばらつきが存在します。 

このため、アナリストと運用担当者は、新しい代替のデータを探すこ
とに注力しています[i]。柔軟性、正確性、信頼性が高く、比較可
能であり、多様性があり、粒度が高く、将来を見据えたデータが必
要になります。取り入れるべき代替のデータソースとしては、以下の
ようなものが考えられます。 

 ポートフォリオに与える影響に関する情報（製品パスポート、カー
ボンフットプリント、社会的基準など）を含む、リアルタイムのトレー
サビリティ・データ[ii]。透明性を提供することによって、運用会社は
持続可能な製品とサービスに対する信頼と信用を構築します。 

 環境に与える初期の、そして継続的な影響に関する知見を得
るための、データ・フレームワークに統合される環境地理空間デー
タ（特定の場所に関連する時系列のデータなど）。 

 プライベート企業について、アルゴリズムや人工知能を活用してプ
ロファイルを構築するための、フォワード・ルッキングなデータ（断
片的或いは関連性がないように見えるものの、紐付けされれば
アナリストにとって有益なインプットになり得るデータ、また、伝統
的なソースによっては発見しにくい、あるいは発見にコストがかか
る情報をウェブ・スクレイピングにより取得したもの）。 
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S: （社会的に）もう一歩先へ進む 

ESGの中では、EとGのデータが比較的アクセスしやすく、計測可能
であることから、運用会社は主にこの2つにフォーカスしています。こ
れに対して、投資の社会的影響を定量化する作業は、標準化さ
れた社会的指標や明確な規制要件が存在しないため、重大で
複雑な課題であり、Sのレポーティングには混乱が生じています。 

とは言え、EやGと同じように、Sを考慮することも必要になります。
学術研究 [iii]によると、企業の社会的パフォーマンスと財務的パ
フォーマンスの間には、正の相関が存在しています。企業が社会的
目標をどのように計測して、モニタリングしているのかを、運用会社
は検討する必要があります。 

「初めにESGに関する懸念に注目したのはパブリック
市場の投資家であり、足元ではプライベート市場の投
資家がこれに追いつきつつあります。」 

EUソーシャル・タクソノミーでは、以下の3つの社会的目標が提唱さ
れています。 

1．バリューチェーンに沿った従業員に対するディーセント・ワーク 

2．消費者の適切な生活水準と幸福 

3．包摂的で持続可能なコミュニティ 

EUは現時点でデータに関する規制要件を提示していませんが、運
用会社はこれらの社会的目標に沿った投資の影響について、説
明責任を負うことになるでしょう。 

例えば、投資先企業は、休職や離職の管理プロセスを通じて従
業員の健康と福祉を支援しているでしょうか。運用会社は、従業
員の離職率、トレーニングと資格、欠勤率と欠勤理由、労働力の
成熟度などの主要業績評価指標（KPI）[iv]の変化をモニタリング
して、その変化を記録することも選択肢になります。 

「ソーシャル・ウォッシング」のリスク[v]を避けるために、運用会社は投
資先企業との間で積極的にエンゲージメントに取り組み、これらの
社会的目標に紐付けられたデータを収集するべきでしょう。例えば、
再生可能エネルギーへの移行を進める石油ガス会社は、アバディー
ンのような石油に依存する都市における雇用喪失のリスクを軽減
するべきでしょう。 

また、運用会社は、投資先企業の活動がコミュニティに与える影
響に関する情報を、収集するべきでしょう。そのような影響は、歴
史的に、財務的な成果を求める中で、完全に見過ごされてきたか、
ほとんど考慮されてきませんでした。

ガバナンスを意味するG: データガバナンスとコーポレートガバナンス 

運用会社はESGデータの重要性を認識し、規制要件に対応する
のみならず、投資家へのレポーティング、商品開発、アルファの創出
のためにも、貴重なコモディティであると考えるようになりました。 

しかしながら、Gに関しては、コーポレートガバナンス、企業行動、リス
ク管理、サプライチェーン管理、重要性方針などの伝統的な概念
に焦点を当てた指標が、最も活用されています。ガバナンスの概念
とデータガバナンスを明示的に結びつける指標は、ほとんど見受け
られません。 

社内外におけるデータソースとデータ量の増加によって、データのライ
フサイクルのあらゆる段階において、ESG関連データのガバナンスに
とっての運用上の課題が発生しています。一方、最も重要な課題
は、一貫性と品質を維持しながら、いかにしてデータを集約して変
換するか、ということになります。 

「運用会社は、投資先企業の活動がコミュニティに与
える影響に関する情報を、収集するべきでしょう。」 

非標準形のデータは、運用会社がESG関連のパフォーマンスを評価
する際の阻害要因となり、グリーン・ウォッシングのリスクにつながり
かねません。このため、ESGデータガバナンスと関連するデータの品質
管理が重要になります。変わりゆく規制要件や顧客の要求に対
応して、現在のデータガバナンスのプロセスを改善するために、運用
会社は既存のテクノロジー・インフラの強化に努める可能性があり
ます。 

https://ec.europa.eu/info/sites/default/files/business_economy_euro/banking_and_finance/documents/280222-sustainable-finance-platform-finance-report-social-taxonomy.pdf
https://ec.europa.eu/info/sites/default/files/business_economy_euro/banking_and_finance/documents/280222-sustainable-finance-platform-finance-report-social-taxonomy.pdf
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より良いESGデータガバナンスのプロセス: ESGデータのライフサイクル全体におけるアクションポイント 

運用会社はESGデータのライフサイクルにおいて、以下の4つのステージで目標を設定する必要があります。 

1. パブリック/プライベートの両方の投資先企業を対象とする、さまざまなソースからのデータの収集・取り込み 

2. データの標準化、オペレーションモデルに則したデータモデルの構築 

3. 適切なフレームワークやプロセスに対するデータのマッピング 

4. 社内における分析・承認、社内外のエンドユーザー（規制当局、投資家、顧客）に対する公開 

 

図表1 ESGデータのライフサイクルのあらゆる段階において運用会社が取りうる行動の一覧 

 E S G 
収集・取り込み ・ 単一のデータソースへの依存回避 

・ スコアリング手法をビジネスモデルに合わせる 

・ パブリック市場: データの収集・確認および既存データの取り込み 

・ プライベート市場: 投資先企業との直接的なエンゲージメントの開始 

・ ・投資先企業からデータが必要な場合のリクエストの取り纏め 

代替のデータソース サプライチェーン分析、トレーサビリ
ティ・データ、地理空間データ、フォ
ワード・ルッキングなデータなど 

Glassdoorからの従業員満足度に関
するデータのウェブ・スクレイピング[vi]、
LinkedInからの従業員離職率に関
するデータ [vii]、SNSからの消費者満
足度データに関するセンチメント分析 

ト レ ー サ ビ リ テ ィ ・ デ ー タ 、
Glassdoor/LinkedInからの給与デー
タに関するウェブ・スクレイピングなど 

管理・モデリング ・ よりスマートなデータ管理アプリケーション/ハブの獲得・構築 

・ （完全に統合されていなくとも）より連合型データモデルを採用することを恐れない。ESGデータに対す
るニーズは変わりゆくものであり、さまざまなビジネスのニーズに常に完全に合致するとは限らない 

・ ビジネス内でデータオーナーを指名、テクノロジー・チームをイネーブラーかつ直接のビジネス・パートナーとする 

・ データ管理チームにデータ・スチュワードシップを割り当て、プロセスおよび重要なデータ要素を長期にわたっ
てモニタリングする責務を負わせる 

フレームワークへのマッピング ・ カーボン・ディスクロージャー・プロジェクト 

・ グローバル・レポーティング・イニシアティブ 

・ 科学的根拠に基づく目標（SBTi） 

・ サステナビリティ会計基準審議会 

・ 持続可能な開発目標 

・ 気候関連財務情報開示タスクフォース 

・ EUタクソノミー 

・ 世界経済フォーラム 

分析・公開 ・ 自然言語処理（NLP）や感度分析を用いて、詳細なサステナブル・レポートやニュースワイヤーを通じた
積極的な情報開示を行なう 

・ データの一貫性、可用性、適時性を主要な原動力として、すべてのディフェンス・ラインにアジャイル・レ
ポートを設計、実装、定着させる 

・ ビジネスにおいてよりスマートなアナリティクスを導入して組み込むことに時間を投資することによって、
日々の時限性の高い活動に必要な時間を短縮し、従業員の生産性と幸福をサポートすることが可能 

 

https://www.cdp.net/en
https://www.globalreporting.org/
https://sciencebasedtargets.org/
https://www.sasb.org/
https://www.undp.org/sustainable-development-goals
https://www.fsb-tcfd.org/
https://finance.ec.europa.eu/sustainable-finance/tools-and-standards/eu-taxonomy-sustainable-activities_en
https://finance.ec.europa.eu/sustainable-finance/tools-and-standards/eu-taxonomy-sustainable-activities_en
https://www.weforum.org/
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データの収集・取り込み 

どの企業にも、ESGに関してポジティブな影響とネガティブな影響が
ありますが、ベンダーのESG評価には大きなばらつきが存在し、尺度、
範囲、重み付けにおいて違いが見られます。このうち、範囲と重み
付けに関する運用会社の選好の違いは許容範囲と言えますが、
尺度に関する違いは問題含みです[viii]。受託責任を負う運用会
社は、データプロバイダーを慎重に選択した上で、従業員から顧客、
規制当局に至るまで、あらゆる利害関係者に対して一定の選択
をした理由を説明できるようにしておく必要があります。 

運用会社は、スコアリングの手法を自社のビジネスモデルに適合さ
せるべきでしょう。投資先企業からの情報の要求を最小限に抑え、
合理化するために、まとまりのあるデータ収集計画を策定し、個別
の要求事項を照合し、規制の重複を特定する必要があります。プ
ライベート企業からはデータを直接収集することも可能ですが、パブ
リック企業の場合には、モデリング手法に応じた代替データを活用
し、業種に応じて既存の情報を取り入れることも可能です。 

重要な企業に関しては、オペレーティング・モデルにおける積極的な
エンゲージメントの議題の定期的な更新に、情報の継続的な更新
と確認を盛り込むべきでしょう。 

データの管理・モデリング 

収集したデータを効果的に管理するためには、健全なデータガバナ
ンスのプロセスが必要になります。これには、さまざまなソースからの
データを標準化して統合する単一のプラットフォームと、新しいデータ
を取り込んでデータベースを拡張するために柔軟性を十分に備えた、
精度の高いデータモデルが必要です。新しいデータは、すべてのス
テークホルダーが共通の情報にアクセスできるように、同一のプラット
フォームにフィードする必要があります。 

「収集したデータを効果的に管理するためには、健全
なデータガバナンスのプロセスが必要になります。」 

インデックス、評価、価格データから、より新しいデータである地理
空間、センチメント、主な感情などに至るまで、急速に拡大する
データ規制の要件は非常に複雑であり、理解できる参加者はほと
んどいません。当然ながら何重ものレビューや監視が必要になりま
すが、今日の運用会社が直感的に達成できるものではありません。
したがって、これらの重要な指標とその使い方に関する教育が不可
欠になります。 

データの観点からは、継続的にデータの管理・監督を行うことが可
能なデータの所有者と管理者を明確に指名する必要があります。
リスク・コンプライアンス部門やセールス・トレーディング部門が所有

者となるのではなく、テクノロジー・チームをイネーブラー、データ管理チー
ムを管理者として、ビジネスが直接に所有者となるべきなのです。 

イネーブラーはさまざまなソースからデータを収集し、取り込む必要が
あります。一方で、所有者と管理者は協力して、データ・クオリティ
とモニタリング・プロセスのルールを策定するべきです。また、管理者
はデータフィールドの重要性を評価した上で、全てのデータが迅速か
つ正確に集計されるように、プロセスと重要なデータフィールドを継
続的に監視する必要があります。 

このようなデータガバナンスの仕組みの下で、情報が正しく保持され、
データの「ユースケース」が適切に計測されていることが、確認可能に
なります。このプロセスを完全に自動化した上で、意思決定者に提
供できるかどうかは、コントロールと高水準のデータ・クオリティに強く
依存します。また、データガバナンスは保証・検証に基づいて、オペ
レーティング・モデルに組み込まれる必要があります。 

データのマッピング、分析、公開 

幅広いディスクロージャーの基準やフレームワークが開発される中で、
運用会社はデータを適切なフレームワークにマッピングすることによっ
て、整理することが可能になります。図表1では、幅広く使われてい
るESGのフレームワークの例をいくつか挙げています。「S」については
既存の規制の枠組みは存在しませんが、企業の社会的目標に
データをマッピングするという方法もあります。 

データを記録した上で、運用会社は時間の経過とともに指標がど
のように変化するかを開示する必要があります。また、データにアク
セスして実用的な知見を取得するためには、分析のフレームワーク
が必要になります。新しいツールやテクノロジーは、知見を大規模に
抽出して提供するのに役立ちます。 

「データを記録した上で、運用会社は時間の経過とと
もに指標がどのように変化するかを開示する必要があ
ります。」 

例えば、多くのパブリック企業は、NLPや感度分析を用いて、詳細
なサステナブル・レポートやニュースワイヤーを通じた積極的な情報開
示を行なっています。NLPを用いてレポートを処理することによって、
情報を直接かつ迅速に取得した上で、ベンダーや社内の格付と比
較・検証することが可能になります。運用会社は新しい情報を取
得し、上書きした段階で、正確な一元化されたデータを保持する
必要があります。 

運用会社は独自の手続きに従うことも可能ですが、意思決定とレ
ポーティングをサポートするためには、E、S、Gを促進して調和させる
ような共通の枠組みが必要となります。 
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結論 

ESGの世界では、E、S、Gの3つの要素に個別に対応するだけでなく、3つ
を合わせて取り組む必要があります。Eの分野では、市場のダイナミクス
が変化を後押ししているのに対して、Sの分野では、市場参加者がこの
問題に取り組むのに必要なほど成熟していない、あるいは大胆ではない
ことから、運用会社はさらに一歩踏み込む必要があります。一方、包括
的なデータガバナンスは、Gのコーポレートガバナンスと同様に重要です。運
用会社はデータを所有・管理した上で、明確に戦略を策定する必要が
あります。 

ESGデータの枠組みは、多様な資産クラスを対象に、資産とポートフォリ
オの両方のレベルにおいて構築した上で、標準化された比較可能な結
果を提供する必要があります。ESGデータを継続的に改善することによっ
て、運用会社はステークホルダーにとって価値のある、以前は計測できな
かった指標を取り入れることが可能になるはずです。ESGデータの進化と
成熟は、意思決定を改善するとともに、投資判断にESGファクターを取り
入れる動きを拡大させることになるでしょう。 

注意事項：本資料はDeloitte Globalが2022年9月に発表した内容をもとに、デロイト トーマツ グループが翻訳・加筆したものです。和訳版と
原文（英語）に差異が発生した場合には、原文を優先します。 
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